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1．1980年代の南北問題
　1970年代における南北関係の特徴が，対決の時代にあると言われている（1）。たしかに，1960年代に
はUNCTAD（国連貿易開発会議）が発足して，北側先進国と南側発展途上国との関係は，その経済
的開発を促進し，南北格差を縮小するという課題（「国連開発の10年計画」（2））をめぐっての交渉がす
すみ，話合いが一定の成果をうみだしていた。したがってこの時代と比較してみると，たしかに70年
代の特徴は，話合いから対決へと変化してきたところにあるようにみえるのである。しかし，このよ
うな現象にあらわれた変化から規定した特徴づけでは，UNCTADや国連総会での議論の内容を正確
に理解する機会が失われてしまうのである。むしろそこでの論じられてきた内容の変化を注目してみ
る必要があるように思う。
　内容の変化ということになると，まずとりあげねばならないのは，1974年の国連資源問題特別総会
において提起され，決議として採択された「新国際経済秩序樹立のための宣言」ということになろ
う。すなわち，60年代には，UNCTADにおいて新しい貿易政策をめざして，発展途上国側は問題を
提起して議論をしてきた（3）。ところが，70年代になってからの「新国際経済秩序」という形での問題
の提起は，政策の変更をもとめるのではなく，秩序，すなわち国際的な枠組み，そのものの変更をも
とめるということを内容とするようになっている。つまり発展途上国側は，現行の国際経済秩序の抜
本的な改革を要求するようになったのであるω。
　このような秩序改革への発展途上国（南側）の積極的な行動を評価するとすれば，1970年代の特徴
づけは，単に南北間の対決にもとめるのではなく，国際経済秩序改革の時代のはじまりにあたるとい
うことに注目したいのである。しかしながら，この改革への意欲は，1980年の国連の経済特別総会に
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おいて討議が開始されるはずであった「包括交渉Global　Negotiation」が棚上げになってしまった
ことから，急速に消滅していくことになった。そして，1980年代は，改革への歩みにとってかわって
の金融資本による支配強化の時代がはじまったのである。
　一般には，資源ナショナリズムの後退と，産油諸国の団結の欠除，および南側の交渉力の弱化など
の要因によるものと理解されている。たしかに，70年代に改革への波を支え，もりたててきた国際交
渉力は，産油国を中心とした資源ナショナリズムに求められるのであるが，その資源ナショナリズム
台頭と時期を同じくして，金融資本が国際的にその支配力を強化してきたのであって，こうした過程
に注目しなければならないのである。
　すなわち，1980年代に出現した金融資本支配の時代とは，第2次世界大戦後，たゆむことなく蓄え
られてきた金融資本⑤強化の過程の特徴とそれによる新たな資本主義の到来に目をむけなければなら
ないということである。
　第2次世界大戦後，アメリカの援助もあって，まずヨーロッパ資本主義の復活，発展が実現する
が，これは同時にアメリカ多国籍企業のヨーロッパへの進出をともなって，世界資本主義の新しい局
面をつくりだした。アメリカ多国籍企業のヨーロッパへの進出によって他方ではアメリカ資本主義そ
のものの地盤沈下をまねき，ヨーロッパでのドルの滞留とユーロカレンシー市場の形成をもたらし
た。1960年代に入るとこの過程は急速にすすみ，ユーロ市場の拡大とドル危機が進行した（6）。
　1970年代に入って，ドルの金交換停止（ニクソン・ショック）と原油価格の大幅引上げ（オイル・
ショック）という2つのショックを経て，資本主義の不均等発展はいっそう強力に現象すること．にな
った。したがってこの結果としての，過剰資本の形成の促進をもたらし，70年代における国際金融市
場のいっそうの拡大が進行した。
　70年代には資源ナショナリズムによってつくられたオイル・ダラーを吸収することによって，アメ
リカの銀行の多国籍化が進行し，世界の金融市場においてアメリカの銀行がこれを機会にその地位を
高めていったのも，もうひとつの特徴としてあげなければならないだろうω。
　ところで，ドルの金交換停止は，外国為替相場における固定為替相場制の維持を困難にし，変動為
替相場制の導入によって，国際金融市場における外国為替の売買から，一瞬にして多額の利益を実現
することのできるという先物市場の発達がおこり，市場の役割の変化を意味することになり，銀行な
どの金融機関に，過剰資本が集積され，金融資本の形成とそれによる世界市場の支配を促進するとい
う結果をまねいたのである。
　アメリカ独占資本の海外進出は，過剰な貸付資本の海外投資という形態ではなく，産業資本の直接
投資という形態で実現していたところにその特徴があるとみられてきたのであるが，オイルダラーの
還流において，アメリカの銀行資本が，多国籍化し，その過剰資本を海外投資に運用するという現象
が急速にすすんだのである。また他方，ヨーロッパの独占資本は，その生産拠点をアメリカなど海外
に移転させるという，大企業の多国籍化がすすみ，過剰な貸付貨幣資本の海外投資よりも海外直接投
資の形態での拡大が70年代に促進されたのを特徴として確認することができる（8）
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　このような欧米独占資本の運動のいっそうの拡大は，銀行資本と産業資本の融合をいっそうすす
め，金融資本の新たな国際的展開過程が70年代を境にいっせいにはじまったということができる。し
かも70年代には，第三世界がその主要な舞台となって登場してきたということができよう。
　すなわち，70年代は第三世界において資本主義的発展が急速にすすみ，その発展過程は資源ナショ
ナリズムと重なって，極端に不均等な形態をとった発展を出現させたのである。まず，第三世界のな
かで比較的資本主義経済の発達していたラテン・アメリカにおいては，アメリカ多国籍企業によるい
っそうの資本主義化がみられ，国家主導の開発戦略としての国家資本主義と結びついて，独特の発達
形態を生みだしたのである。
　さらにアフリカにおいても，先進諸国からの開発援助によるインフラストラクチャーの整備を前提
に市場経済化が促進され，様々な矛盾を露呈するにいたった。部族経済と他方でのアグリビジネスに
よる商業的農業との同居など，アフリカ内部での経済的諸分野のあいだにおける様々の非接合（9）をつ
くりだしていった。
　こうしたなかで，アジアにおいては，各種の不均衡や矛盾を内包しているとはいえ，一定の成長率
を保ちつつ，資本主義的工業化過程が促進され，ラテン・アメリカ諸国と肩をならべる水準にまで発
展していったのである。こうして，1970年代末においては，新興工業化諸国（NICs）として他の発
展途上諸国とは異なった水準にまで工業化がすすみ，工業化開発戦略における成果としてみとめられ
る諸国があらわれるにいたったのである（1°）。
　こうした第三世界における資本主義の発展は，先進国を拠点とする国際的な資本の運動と結びつい
て実現しているのであり，60年代に前提的役割を果した公的資本の流れにつづいて，70年代には多国
籍企業の展開（直接投資）と貸付貨幣資本によるファイナンス（銀行の間接投資）が増加して金融資
本の支配網の形成へとすすんでいったのである。
2．第三世界の三類型
　ラテン・アメリカ諸国は，19世紀にすでに独立していたということからも，第三世界の他の国ぐに
とは異っているようにみえるのであるが，かの帝国主義世界体制のなかでは，植民地体制の側に包括
されていたのである。そして，第二次世界大戦中は，帝国主義体制の弱化もあって，民族資本主義の
一定の発展を実現していた。この自立への一定の発展は，第2次大戦後，アメリカからの多国籍企業
の進出に対するナショナリズムの抵抗としてあらわれ，戦後ラテン・アメリカにおける政治過程の特
徴をつくりだしていた。そして，チリにおけるアジェンデ政権の出現と，その政権が軍事クーデター
によって崩壊するまでの過程は，この抗争の頂点にたつ政治的事件であったといえよう（1’）。
　たしかに自立への強い要求があったにもかかわらず，ラテン・アメリカ諸国の資本主義には基本的
に克服しえない弱点をもっていた。それは生産手段生産部門を確立できないまま，外資導入により，
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というよりもより正確にはアメリカの多国籍企業に依存しながら，急速な資本主義的工業化をすすめ
てきたという点にあった。この欠点は，独立後の資本主義の発達過程において，すでに本源的蓄積過
程の流産としてあらわれていたが（12）第2次大戦中の自立的民族資本の発展においても自力での生産
手段生産部門の確立は実現せず，大戦後，以前にもましてアメリカの多国籍企業と多国籍銀行に依存
せざるをえなかったのである（13）。
　このように，工業的にも，金融的にもアメリカ資本に従属しながら，工業化を促進したところに特
徴があるようにもみえるが，メキシコにおいては，国家資本主義を中心にしながら工業化をすすめた
のであるから，必ずしもラテン・アメリカ型として従属的発展を特徴づけることは不適当であるかの
ようにもみえるが（14）しかしながら，債務累積型工業化は，国家資本主義的路線を破綻へと導いてし
まったということができる。すなわち，換言すれば，国際的な資本主義の不均等発展がいっそう深化
した。戦後の世界資本主義は，国民経済の枠にとどまっている国家資本主義を世界経済のなかにひっ
ぱりだしてきたともいえるのである。
　具体的には，国際収支不均衡から国際経済のためのファイナンスにせまられたメキシコは，IMF
を中心とする国際的な銀行資本の援助をうけざるをえなくなり，従属がいっそうすすみ，国家資本主
義そのものが，世界市場での市場原理に自らをおき，競争にうちかたねばならなくなり，結局民営化
の道を選択せざるをえなくなった。つまり，金融資本の支配網のなかでは，国民経済的枠組みを前提
とした存在様式は保ちえなかったのである。
　ラテン・アメリカの開発経済の危機を債務危機とそれをもたらした債務累積型工業化（15）に，もと
めるだけでは不充分であって，すでにのべてきたように，産業構造における脆弱性と，資本構成にお
ける従属性に求めることが必要であろう。このような性格を克服しないかぎり，IMFや世界銀行の
指導のもとで，マクロ経済政策における国内経済的諸指標や国際収支において一定の改善がみとめら
れたとしても，同様な危機的現象は繰返し，おこるのであって，しかもそのたびに国民生活に転稼さ
れ，国民の生活は，しだいに悪化せざるをえないのである。
　さてラテンアメリカ諸国と同様に「失われた10年」（16）として，1980年代をおくってきたアフリカの
場合は，どのようにとらえられるのであろうか。アフリカでの経済危機は，債務危機と並行して食糧
危機としてあらわれた。国連は経済危機克服のための討議の場として，国連アフリカ問題特別総会
（1985年）を開いたのであったが，先進諸国の反対にあって，成果を上げるにいたらなかった（17）。
　先進諸国が用意した処方箋は何であったのか。自助努力を理念とした，構造調整政策であって，対
外的に資本導入の自由化と市場開放を柱とするものであった。このIMF，世界銀行による構造調整
政策は，対症療法的なもので，アフリカ経済の根本的改善を目的としたものではない。すなわち，ア
フリカ諸国で求められている開発のための戦略は，大規模な工業化政策の失敗という認識から生れ
た，既存の産業構造の改革とその生産力水準の向上を基本とするものであった（18）。
　換言すれば，ガーナやタンザニアのように農業改革が無視されるか，又はその改革の進行とは別に
工業化が竹に木をつぐ型で実行されようとしていた。また農業改革そのものにも問題があった。つま
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り，スーダン，ケニア等にみられるように，改革＝近代化＝輸出指向農業生産への転換，アグリビジ
ネスの導入となって，外貨危機と食糧危機が結びついた型で実現することになったのである（19》。す
なわち，アフリカ（サハラ以南）の場合には，自国の資本蓄積構造の確立を無視した，もっぱら外資
導入による工業化戦略が先行していたところに問題があったし，産業構造のおくれと生産力水準の低
さを徐々に改革し，自国の資本蓄積（＝貯蓄）をまつ実現する必要があって，それを可能にするよう
な，先進諸国からの援助が要求されるべきものと考えられる。したがってアフリカ型として特徴づけ
られる開発（途上）経済の特徴は，おくれた非近代的伝統的経済と輸出指向の一次産業が併存しなが
ら後者がしだいに拡大し，人々の生活を圧迫していくなかで，国民経済的には国際収支不均衡の累積
で，債務危機におちいり，外貨不足はついに飢餓をうみだすまでになったのである（2°）。
　さて，こうした類型とは，ことなって80年代も高度成長をつづけた発展途上国があった。第1表に
しめされているように，南アジアをも含めて，アジア発展途上国は，80年代に世界のなかの成長セン
ターを形づくったのである。したがってわれわれは，これら地域の開発（途上）経済を第三のパター
ン＝東アジア型として，他の二類型とは異った経済として認識しておく必要があるように思われる。
こうした高い成長率は，いうまでもなく，アジアNICsによって達成されているわけであるから，そ
れら諸国経済の特徴点を確認していくことによって，その基本性格を明確にしたいと思う。
　まつ，ラテン・アメリカNICsとの相違点をあげて，東アジア型の特徴を確認しておくことにした
い。1970年代は，ともに3．1％の成長率をあげている（第1表）。ところが，1980年代に入ってまった
く対照的な経過をたどったのである。これは，債務危機におちいらず，70年代よりもさらに外資の流
入が増加し，生産活動を拡大し，成長率をおしあげたのである。
第1表　工業化と発展途上国における1人当り国民所得の成長1960～2000年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平均年変化率）
国家グループ 1960－70　1970－8019 －901990 1991（a）　　　　1990－2000（a）
高所得国 4．1 2．4 2．4 2．1 0．7 2．1
発展途上国 3．3 3．0 1．2 一〇．2 一〇．2 2．9
サハラ以南アフリカ 0．6 0．9 一〇．9 一2．0 一1，0 0．3
アジアと太平洋 2．5 3．1 5．1 3．9 4．2 4．8
東アジア 3．6 4．6 6．3 4．6 5．6 5．7
南アジア 1．4 1．1 3．1 2．6 1．5 3．1
中東と北アフリカ 6．0 3．1 一2．5 一1．9 一4．6 1．6
ラテンアメリカとカリブ 2．5 3．1 一〇．5 一2．4 0．6 2．2
ヨーロツパ 4．9 4．4 1．2 一3．8 一8．6 1．9
東欧 5．2 5．4 0．9 一8．3 一14．2 1．9
人口によるウエイトの発展途上国 3．9 3．7 2．2 1．7 2．2 3．6
注　旧ソ連は含まれない
（a）予測
資料　世界銀行1992年
出所The　World　Bank；1・Vorld　DeveloPment　Reportヱ992，　p．32．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－159一
明治大学社会科学研究所紀要
第2表　アジアNICSの国内総生産（実質）と輸出成長率（％年率）
1960～1970年1970～1980年1980～1990年
GDP輸　出 GDP輸　出 GDP輸　出
香　　　　港
Vンガポール
ﾘ　　　　国
艨@　　　湾
10．1
X．2
X．5
X．6
14．5
R8．6
R．3
P8．1
9．8
X．3
W．2
X．7
22．4
R7．2
Q8．2
P4．1
7．1
V．3
X．9
W．5
12．3
P1．6
V．3
P2．1
　　　　　　　　出所G．　Tan，　The　Newly　lndustrializing　Coztntries（～f　Asia　1992，　pp．
　　　　　　　　　　　　16，28．
　そこで，問題になるのは，債務危機にならずに，石油ショック後の70年代に高い成長率を維持しえ
た要因は何かということである。これには，輸出指向工業化に成功したことがあげられるが，それだ
けでは，国際収支赤字を克服しえないので，労働力輸出，建設輸出などさまざまな努力が実行され
た。そしていつれにしても国際収支不均衡のための多額のファイナンスを必要としたラテン・アメリ
カとは異った成長パターンをえがくことに成功した。
　さらにこうした対外関係での相違のほか，国内市場拡大においても成功しているのである。それ
は，自国での資本蓄積に成功することによって，資本財の市場拡大を中心に国内市場の拡大が実現し
ているのである。第2表を参考にしてみると，シンガポールと香港は，本来的に国際的ビジネスが国
民所得の源泉であり，産業構造上も商業，運輸，通信が大きな比率を占めているので，他の諸国のよ
うな国内市場をもっていない。台湾は韓国よりも10年先行しているので，国内市場の一定の拡大のの
ち輸出指向型に全面的に移行しているが，韓国においては，60年代と80年代に輸出拡大をこす高い成
長率がGDPの増大過程にあらわれている。このことは国内貯蓄率の増加にもあらわれているように
外貨依存体質を急速に克服していく過程が確認されている（21）。しかし，ラテン・アメリカにおいて
も，すでにのべてきたように，国家資本主義の形態で，資本蓄積をすすめてきたが，この過程の破綻
は，国際収支上の不均衡という問題をつくりだしたのであった。
　したがって，ここでも確認しておかねばならないことは，マクロ経済政策の失敗のみが危機をもた
らしたのでもないし，また外部資金への依存（従属）のみが危機をもたらしたわけでもなく，この両
者が結合してしだいに危機を深めたということができよう。このラテン・アメリカ型と比較して，い
えることは，東アジアの場合には，自国での資本蓄積を促進しながら，外資導入を積極的にすすめ，
高い成長率を達成し，しかも有効なマクロ経済政策の成功によって，国内的にも対外的にも不均衡を
まねくことなく持続的に成長過程を歩むことができた（22）。
　しかし，東アジアの場合でも，急速な経済成長は，多国籍企業導入や，その活用によってはじめて
達成できたのであって，この点はラテン・アメリカ型と共通した特徴なのであって，その面からいえ
ば，従属性をもったものという認識をしておかねばならない。したがって，東アジアの場合には，す
でに対外的に資本輸出（企業の対外進出）が実現していると同時に，つまり国内的に過剰資本の海外
進出がおこっていて，これと平行しながら，いっそうの先進諸国の独占資本の進出，（多国籍企業へ
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世界銀行著，白鳥正喜監訳「東アジアの奇跡」1994年，86ページ
の依存）もまた促進されているのである㈹。
3．アジアの高度成長と問題点
　1980年代が「失われた10年」といわれるなかで，東アジア諸国では高度成長がつづき，それが発展
途上諸国の経済開発のモデルとして高く評価され，「奇跡」とよばれたりしている㈹。他の2つの類
型，ラテン・アメリカ型，アフリカ型と異り，金融資本支配のもとにあって，債務に岬吟しているの
とは異ったモデルのようにうけとられがちであるが，はたしてそのように認識できるのであらうか。
　韓国，台湾，シンガポール，台湾のアジアNICsは高度成長の過程で，国民経済の発展水準がラテ
ン゜アメリカ諸国の到達している水準にまで達していたということがあきらかになった。しかも，80
年代には，ラテン・アメリカ諸国の「失われた10年」とは対照的に高度成長をつづけた。（第1表参
照）。そしてこのアジアNICsは，90年代に入っても，その資本の運動は，より拡大した経済圏を形
成し，アジア・太平洋経済圏の形成が課題として登場している（25＞。この東アジア型開発戦略とよば
れる特徴はどこにあるのか，またこの成長過程が自立的発展とよぶにふさわしい内容をもっているの
か，そしてさらに金融資本支配の外にあるものと考えてよいのか，などの諸問題が提起されているよ
うに思う。
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　第1に着目すべき点は，国民経済内部での資本蓄積が急速にすすみ，自国の産業資本の成長が実現
している。韓国のように財閥の発達が特徴的になっている場合と台湾の場合の相違があるが，産業資
本の成長が急速にすすんでいるのが特徴的で，ラテン・アメリカの場合と相違している。
　第2の特徴は，産業資本の発展と併行して，多国籍企業の急速な展開もまたその特徴となってい
る。これは，IMFによるアジア諸国（日本をのぞく）通貨の対外価値に対する引下げがおこなわれ，
さらに市場での日本の円相場の引上げがおこるなどしているため，アジアの発展途上国通貨によって
支払われるそれぞれの国の賃金は，先進国資本にとっては低下していくことになるのである。例えば
タイの場合は，1980年に1バーツ11円であったものが，92年には1バーツ4円に下がっているし，イ
ンドネシアのルピアでは，80年に，日本円1円が2．7ルピアであったが，92年には，16ルピアとなっ
ていた。その後円高がいっそう進んだわけであるから，日本円でみたアジア諸国の賃金の低下は，驚
くべきものとなっている。このことは，多国籍企業にきわめて高い収益性を保証することになり，ア
ジア地域一帯が世界でも例をみない高い利潤率を実現（正確には剰余価値率といわねばならない）す
ることになっている。つまり，世界の成長センターという現象は，極端に高い利潤率を実現すること
によって日本をはじめ先進諸国の多国籍企業が競って進出することによっておきているのである。
　第3の特徴は，第1表でも確認できるように，アジアでは，70年代から80年代にかけての劇的な転
換がラテン・アメリカのようにおこっていないということであろう。一般には，マクロ経済の安定の
ための経済政策に成功しているといわれている。ラテン・アメリカと比較すると，その優位性は明確
である。ラテン・アメリカでは輸入削減をきっかけに国内経済の縮小，インフレーション，資本逃避
などがおこって，停滞と後退へと移行した。
　このように対比してみると，その相違は，はっきりしているが，本来，各国の国際収支の構造は，
国民経済の特徴を反映しているもので，ラテン・アメリカではその問題点が，オイル・ショックによ
って露呈されたのであり，東アジア諸国が単に政策的に成功したというわけではない。しかしなが
ら，東アジア諸国のとった政策が，その国民経済的特徴に合致して効果を発揮したということはたし
かなこととして評価できるように思う㈹。また世界銀行は，単にマクロ経済の安定にとどまらず，
その政府のより広汎な機能にわたって，積極的にその役割を評価しようとしている。（第1図参照）
これは第4の特徴として項を改めて考察しよう。
　マクロ経済の安定化という目的よりさらに広汎な領域にまでわたって，政府の政策をカバーしてそ
の役割を評価しようとしていることが，第1図にはあらわれている。このことはある意味で，当然の
ことであって，その内容を，開発独裁とか，国家資本主義とかいった概念で把握し，その役割の全体
像を定義づけようとした。世界銀行は，それを「市場に友好的政策」という表現であらわさうとして
いるが（27），これは無理な内容になっているように思う。すなわち，資本の蓄積過程への介入，人的
資源開発（労働力管理）への介入，生産性向上への介入など，国家の役割は，資本主義の社会的再生
産過程に介入しているのであるから，国家資本主義として認識し，その権力の性格を開発独裁として
定義づけることがより正確であるということができよう（28｝。
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　さて，東アジア型として類型化してきたが，その問題点をいくつか上げておこう。まず第1は，民
族的産業資本と多国籍企業の矛盾である。この問題はすでにNIEs諸国からASEAN諸国への資本
輸出としてあらわれている。すなわち，輸出指向的先端技術は，先進諸国の独占資本に依存せざるを
えず（29｝，さらに賃金の上昇など加わって，国内での資本過剰がすでにおこっている。現在のところ
は，すでにのべたように，高い収益性をもった経済圏が創られていることによって，生産拠点の海外
移転がひとつの解決策として機能としている。
　第2の問題点は，資本主義の急速な発展が社会の階層分化や，都市化をひきおこし，農村社会の崩
壊と市場経済化，債務奴隷化を促進している。こうしたいわゆる近代化にともなう様々な矛盾を，所
得の平準化ということで肯定的にとらえようとしているが，中間層の増加による所得配分の変更によ
る現象であって，労働者，農民の所有からの排除はいっそうすすんでいるのである。しかも，多国籍
企業の進出は，国境をこえた資本の運動に国民の多くが隷属されつつあるという点に問題があるよう
に思、う（3°）o
　第3の問題点は，世界経済の成長センターという現象が金融資本によって創りだされていることに
かかわって生じている。国際的金融機関（IMF，世界銀行）の役割は，為替レートの面での資本の
収益性（高い利潤率）の維持につとめ，この地域への多国籍企業の進出する条件をつくりだしてい
る。第三世界の他の地域では，債務累積の結果から，経済危機が生じているのであるが，東アジアに
おいては，多国籍企業の活動や民族資本の発展によって高度成長が実現し，世界資本主義の発展が展
望されているのである。しかしながら，このような発展への過程は，金融資本支配の構造のなかで，
アジア・太平洋経済圏として創りだされている。このような金融資本支配の構造は，すでにあげた2
つの問題点を資本の高い利潤率の実現によって回避することが前提になっているのであり，成長率の
低下やインフレーションの高進などの現象が表面化してくるとスタグフレーションへと転換する危機
を内包しているのである。しかも東アジアにおいて成長の減速がおこれば，世界経済のなかでの成長
センターが消滅し，世界経済的広がりをもった危機へと発展していく可能性をもっている。この問題
点は，アジアの生産力の拡大に照応する市場拡大が限界に達するという形態で起るのであり，輸出指
向工業化戦略には世界市場における限界が問題となってくるであろう（31＞。
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　　「構造的崎型化」を克服することになれば，それこそ第4世代資本主義の専一的成立を意味するもので
　　あろう。」（金泳鏑著「東アジア工業化と世界資本主義」1988年　179ページ）
（31）　「現在，多国籍企業の企業内貿易は世界貿易の30～40％を占め，企業内技術移転にいたっては，全世
　　界の技術移転の80％を占めるといわれている。国内市場であれ，世界市場であれ，集中・集積や市場統
　　合という資本の運動が独・寡占企業や世界多国籍企業の現代的特質なのである。」（中川信義「日本経済
　　とアジア・北米経済圏」同編前掲書，37ページ）
（ほりなか　ひろし）
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